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第１章 総則 

(趣旨)  

第１条  この訓令は、厚生労働省(外局を除く。以下同じ。)において、行政手続

法(平成５年法律第８８号。以下「法」という。)に基づく行政指導の中止等の

求め及び処分等の求めの申出を適切に処理するために必要な手続を定めるもの

とする。 

(定義) 

第２条  この訓令において「申出」とは、法第３６条の２第１項又は法第３

６条の３第１項の申出をいう。 

２  この訓令において「相談」とは、申出に先立ち厚生労働省から必要な助

言を受けることをいう。 

３  この訓令において「受付」とは、申出人から申出を受けることをいう。 

４  この訓令において「組織」とは、本省内部部局並びに厚生労働省設置法

(平成１１年   法律第９７号)の規定により本省に置かれる検疫所、地方厚

生局及び都道府県労働局をいう。 

５  この訓令において「主管課」とは、厚生労働省組織令(平成１２年政令第



２５２号)の規定により本省内部部局に置かれる課及び厚生労働省組織規則

(平成１３年厚生労働省令第１号)の規定により本省内部部局に置かれる室

であって、申出に係る事務を所掌するもののほか、別表第１に定めるもの

をいう。 

６  厚生労働省組織令第３９条の２に規定する参事官並びに同令第１３０条

の３第２項及び第１３１条第２項に規定する参事官であって申出に係る事

務を所掌するもの並びに厚生労働省組織規則第４１条第９項に規定する首

席職業指導官、同令第７３条の４第２項に規定する訓練企画官、同条第３

項に規定する特別支援企画官、同条第７項に規定するキャリア形成支援企

画官、同条第８項に規定する企業内人材開発支援企画官及び同条第１１項

に規定する海外協力企画官のほか、別表第２に定めるものは、主管課とみ

なす。 

第２章 申出の受付等 

(受付) 

第３条  厚生労働省は、相談及び申出を受け付けるものとし、当該申出につ

いて地方公共団体、施設等機関、地方支分部局及び外局並びにその他の行

政機関(以下「他の行政機関」という。)が行政指導又は処分をする権限を

有するときは、当該権限を有する他の行政機関を教示するよう努めるもの

とする。 

(申出相談窓口の設置) 

第４条  別表第３の左欄に掲げる組織ごとに、同表の右欄に掲げる課又は室

に、相談又は申出を受け付ける窓口(以下「申出相談窓口」という。)を置

く。 

２  前項の規定は、主管課が申出相談窓口を経由しないでなされた相談又は申出

を受け付けることを妨げるものではない。 

(申出相談窓口の事務) 

第５条  申出相談窓口は、相談又は申出の内容により、次の各号のいずれか

の措置を講ずるものとする。 

一  適切な主管課に相談又は申出を取り次ぐこと。 

二  他の行政機関の所管する法律に係る相談又は申出である場合その他主

管課等が権限を有しない場合において、当該権限を有する他の行政機関



を教示するよう努めること 

その他適切な措置を講ずること。 

(主管課の事務) 

第６条  主管課は、申出人から、相談又は申出の内容となる事実の詳細その

他必要な情報を聴取するものとする。 

２  主管課は、相談又は申出の内容の聴取に際して、申出人の秘密保持及び

個人情報の保護に留意しつつ申出人の秘密は保持されること及び個人情報

は保護されることを当該申出人に対し説明するよう努めるものとする。 

３  主管課は、相談又は申出について、行政指導又は処分をする権限を有しない

場合、当該権限を有する他の行政機関を教示するよう努めるものとする。 

４  主管課は、前項の場合において、当該相談又は申出に、個人の死亡やこれに

準ずる事案又は重大な不正事案等法益侵害の程度や社会的な影響度等に照らし

て重大な内容が含まれている場合には、別に定めるところにより、当該他の行

政機関に当該内容について情報提供するものとする。 

第７条  主管課は、申出を法に基づく申出として受付したときはその旨を、法に

基づく申出に該当しないときはその旨を、当該申出人に対し、通知するよう努

めるものとする。 

２  主管課は、申出を法に基づく申出として受付したときは、申出の受付から処

理の終了までに必要と見込まれる期間を、申出人に対し、通知するよう努める

ものとする。 

第８条  申出を受付した後において、主管課ではなく他の行政機関が行政指導又

は処分勧告等をする権限を有することが明らかになったときは、当該主管課は

当該権限を有する当該他の行政機関を、申出人に対し、教示するよう努めるも

のとする。この場合において、当該教示を行う主管課は、法執行上の問題がな

い範囲において、自ら作成した当該申出に係る資料を申出人に提供するよう努

めるものとする。 

２  主管課は、前項の場合において、当該申出に、個人の死亡やこれに準ずる事

案又は重大な不正事案等法益侵害の程度や社会的な影響度等に照らして重大な

内容が含まれている場合には、別に定めるところにより、当該他の行政機関に

当該内容について情報提供するものとする。 

第３章 調査及び措置 



(調査の実施) 

第９条  申出を受付した主管課は、申出人の秘密を守るとともに、個人情報を保

護するため、申出人が行政指導の相手方又はその関係者に特定されないよう十

分に留意しつつ、必要かつ相当と認められる方法で調査を行う。 

２  主管課は、調査の進捗状況を、適切な法執行の確保、利害関係人の営業秘

密、信用、名誉及びプライバシー等に留意しつつ、申出人に対し、通知するよ

う努めるものとする。 

３  主管課は、調査終了後、調査結果を取りまとめ、その結果を、適切な法執行

の確保、利害関係人の営業秘密、信用、名誉及びプライバシー等に留意しつ

つ、申出人に対し、通知するよう努めるものとする。 

(調査結果に基づく措置) 

第１０条  主管課は、調査結果から必要があると認めるときは、法令に基づく措

置その他適切な措置を採るものとする。 

２  主管課は、前項の措置の内容を、適切な法執行の確保、利害関係人の営業秘

密、信用、名誉及びプライバシー等に留意しつつ、申出人に対し、通知するよ

う努めるものとする。 

(協力義務) 

第１１条  厚生労働省は、申出の内容に関し、行政指導又は処分をする権限を有

する行政機関が厚生労働省の他にある場合においては、当該他の行政機関と連

携して調査を行い、又は措置を採る等、相互に緊密に連絡し協力する。 

２  厚生労働省は、他の行政機関その他の機関から、申出の内容に関する調査等

の協力を求められたときは、正当な理由がある場合を除き、必要な協力を行う

ものとする。 

第４章 雑則 

(公益通報等の通報に該当する申出書の扱い) 

第１２条  申出が厚生労働省における外部の労働者等からの通報に対する事務手

続に関する訓令(平成１８年厚生労働省訓第１１号)に定める通報の要件を満た

している場合には、同訓令に基づき、公益通報等の通報としても扱うものとす

る。 

(相談及び申出書の関連文書の管理) 

第１３条  相談及び申出の処理に係る記録及び関係資料については、厚生労働省



保有個人情報等管理規程(平成１７年厚生労働省訓第３号)及び厚生労働省行政

文書管理規則(平成２３年厚生労働省訓第２０号)に基づき適切な方法で管理し

なければならない。 

(秘密保持及び個人情報保護の徹底並びに利益相反の排除) 

第１４条  相談又は申出の処理に関与した職員は、相談又は申出に関する秘密を

漏らしてはならない。 

２  相談又は申出の処理に関与した職員は、知り得た個人情報の内容をみだりに

他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。 

３  厚生労働省の職員は、自らが関係する申出の処理に関与しないことが望まし

い。 

(申出人の保護) 

第１５条  厚生労働省は、前条第１項及び第２項の規定に正当な理由なく違反し

た職員に対しては、懲戒処分その他適切な措置を採るものとする。 

(様式) 

第１６条  申出は、法第３６条の２に係るものは様式１を、法第３６条の３に係

るものは様式２を標準として行うものとする。 

附 則 

この訓令は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則(平成２９年厚生労働省訓第２３号) 

この訓令は、平成２９年６月２日から施行する。 

附 則(平成２９年厚生労働省訓第４９号) 

この訓令は、平成２９年７月１１日から施行する。 

附 則(平成３０年厚生労働省訓第３号) 

この訓令は、平成３０年２月１４日から施行する。 

附 則(令和３年厚生労働省訓第２２号) 

この訓令は、令和３年４月６日から施行する。 

附 則(令和７年厚生労働省訓第２６号) 

この訓令は、令和７年４月１日から施行する。 



別表第１(第２条第５項関係) 

組 織 主管課 

検疫所 
厚生労働省組織規則の規定により検疫所及び支所に置かれる課並

びに同令に規定する出張所であって、申出に係る事務を所掌するも

の 

地方厚生(支)局 次に掲げる課又は室であって、申出に係る事務を所掌するもの 

一  厚生労働省組織規則の規定により地方厚生局及び地方厚生支

局並びに健康福祉部、麻薬取締部及び地方麻薬取締支所に置か

れる課 

二  厚生労働省組織規則第７３５条の２及び第７５１条の２の規

定により地方厚生局及び地方厚生支局に置かれる分室(業務を行

うに際して、都道府県名を冠した事務所及び都道府県名を冠し

た年金審査分室を公の名称として用いるものに限る。) 

三  厚生労働省組織規則の規定により地方厚生局麻薬取締部に置

かれる横浜分室、神戸分室及び小倉分室 

 

都道府県労働局 
次に掲げる課又は室であって、申出に係る事務を所掌するもの 

一  厚生労働省組織規則の規定により都道府県労働局に置かれる

雇用環境・均等室並びに課及び室 

二  労働基準監督署の内部組織基準を定める訓令(平成１３年厚生

労働省訓第７７号)に基づく各労働基準監督署処務細則により置

かれる課 

三  公共職業安定所及び公共職業安定所の出張所の内部組織基準

を定める訓令(平成１３年厚生労働省訓第７８号)に基づく各公

共職業安定所処務細 
  



別表第２(第２条第６項関係) 

組 織 主管課とみなすもの 

検疫所 厚生労働省組織規則第１２４条に規定する統括食品監視官 

地方厚生(支)局 一  厚生労働省組織規則第７０６条及び第７３９条の２に規定

する総務管理官、同令第７０６条の２及び第７３９条の３に

規定する指導総括管理官並びに同令第７０６条の３に規定す

る特別指導管理官 

二  厚生労働省組織規則第７２８条第２項及び第７５３条第２

項の規定により置かれるもの 

三  社会保険審査官及び社会保険審査会法施行規則(昭和２８年

厚生省令第４３号)第１条に規定する総括社会保険審査官 

都道府県労働局 一 各労働基準監督署処務細則の規定により各方面に置かれる 

方面主任監督官 

二  各公共職業安定所処務細則の規定により部門に置かれる統括職

業指導官 

 

別表第３(第４条第１項関係) 

組 織 申出相談窓口を設置する課又は室 

本省内部部局 大臣官房総務課行政相談室 

検疫所 総務課 

地方厚生(支)局 企画調整課 

都道府県労働局 雇用環境・均等部企画課又は雇用環境・均等室 

 


